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1．はじめに
　米国では 1970 年代後半以降、過去 40 年に渡ってアーカイバルデータを用いた監査研究が蓄積さ

れ 1、さらに2001年のエンロン不正会計事件とそれを受けたSOX法は、米国における「監査研究ブー

ム（a boom in auditing research）」をもたらした（DeFond and Zhang 2014）。加えて、ここ 20 年

にわたる企業活動、監査実務と監査規制の国際化を受け、米国以外の国（主として、イギリス、ドイ

ツ、フランス、カナダ、オーストラリア、中国、韓国、台湾）を対象としたアーカイバル監査研究も

その蓄積が進んでいる（Simnett, Carson, and Vanstraelen 2016）。そして同様に日本でも、2005 年

のカネボウ不正会計事件とそれを受けた J-SOX 法が日本データを用いた監査研究の呼び水となり、

それ以降の 10 年間で日本データを用いたアーカイバル監査研究が一つのムーブメントとして現れて

きた 2。

　一方、監査規制の国際化と複雑化はなかば必然的に監査研究の多様化と細分化を促進させてきた。

こうした状況は、実証的監査研究に関心をもつ研究者、規制機関、そして会計プロフェッションや投

資家などの実務家にとって、研究から得られた知見にアクセスし、それらから有意義な示唆を得るこ

とに対する障害ともなる。そこで、これまでの研究から得られた知見をまとめ、そこから得られる示

唆を提示し、さらに、今後の研究機会を展望するレビュー研究がこうした知見の統合と伝達の役割を

担うことになる。現に例えば、Francis （2004）、Francis（2011）、Knechel et al.（2013）、DeFond 

and Zhang（2014）は主として北米を中心に展開されてきたアーカイバル監査研究をレビューしてい

る。また、Simnett, Carson and Vanstraelen （2016）は、近年におけるアーカイバル監査研究の国際

化を受け、米国以外のデータを用いたアーカイバル監査研究をレビューしている。一方、先述のよう

に、日本データを用いたアーカイバル研究はようやく始まったばかりであり、伊豫田（2012）におい

て初期の研究がレビューされているものの、体系化された知見を提示するまでには至っていない。

　では、果たして日本データを用いた監査研究は、どのような知見を我々に提供するのだろうか。そ

して、今後、監査実務・規制の国際化が進む中で、日本データはどのような研究機会を我々にもたら

すのだろうか。

　以上の問題意識に基づき、本研究は、主として1997年から2016年の 20年間に公表された日本デー

タを用いたアーカイバル監査研究をレビューすることによって、日本の監査の質についてこれまでに

何がわかってきたのか、そして、今後どのような研究機会を提供することができるのかを考察する。

本研究の具体的な目的は、（1）1997 年から 2016 年の 20 年間に公表された日本データを用いたアー

カイバル監査研究のトレンドを明らかにすること、（2）これまでの研究テーマと発見事項を分析する

こと、（3）日本データを用いたアーカイバル監査研究の今後の研究機会と課題を検討すること、であ

る。本研究の主たる読者は、日本データを用いたアーカイバル監査研究に関心をもつ研究者および博

士課程（Ph.D. course）の学生、そして金融庁（Financial Services Agency: FSA）、公認会計士・監

査審査会（Certified Public Accountants and Auditing Oversight Board: CPAAOB）および日本公

認会計士協会（Japanese Institute of Certified Public Accountants: JICPA）などの規制機関、そし

て会計監査を担う会計プロフェッションおよびアナリストなどその他利害関係者である 3。
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　主要な結果は以下の通りである。第一に、時系列的にみると、①研究論文の公表本数は直近 10 年

間で右肩上がりに増加している、② 2008 年から 2013 年にかけて大きく論文数が増えている、③近年

は海外英文ジャーナルの公表が増加傾向にある。第二に、研究トピックをみると、英文ジャーナルで

は不正会計、内部統制監査、和文ジャーナルでは監査人規模、監査報酬、監査人の交代、監査意見が

多い。第三に、今後は、会計・監査の規制、実務、データ、ならびにその他社会・経済環境（資本規

制、企業規制、慣習）が新たな研究機会のドライビングフォースとなるであろうことが指摘される。

2．研究計画
2.1　先行研究

　アーカイバルデータを用いた経験的監査研究は米国において 1970 年代中頃から開始され、21 世紀

以降、規制環境の変化やデータベースの整備を受けて、研究成果の蓄積が進められてきた。こうした

アーカイバル監査研究をレビューしている論文として Francis（2004）、Francis（2011）、Knechel et 

al.（2013）、そして DeFond and Zhang （2014）が挙げられる。Francis （2011）は、監査業務レベル

の監査の質研究についての一般的フレームワークを提示し、主として北米主要ジャーナルに掲載され

た論文についてレビューしている。彼の整理によれば、監査研究は監査インプット、監査プロセス、

監査アウトプット、そして監査に影響を与える諸要因（監査法人、監査産業および監査市場、規制機

関）に分類される。Knechel et al.（2013） は、公開会社会計監視委員会（Public Company 

Accounting Oversight Board: PCAOB）の監査の質フレームワークを用いて、これまでの監査の質

研究をレビューしている。彼らの研究の特徴として、PCAOBフレームワークを拡張していること（監

査の質に影響を与える要素として監査人のインセンティブ、アウトプットの不確実性、監査業務の個

別性、監査プロセス、職業専門家としての判断を加味している）、幾つかの点においてFrancis（2011）

から発展させていること（アーカイバル手法だけでなく、その他研究手法も含めている、北米だけで

なく国際研究も含めている）、監査の質研究を発展させるための研究機会を多く提示していることが

挙げられる。DeFond and Zhang （2014）は、1996 年から 2013 年に北米主要ジャーナルにおいて出

版されたアーカイバル監査研究のレビューを行っている。彼らの特徴は、監査市場における需要と供

給という経済学ベースの枠組みに基づいていること、監査の質に関連する研究に焦点を当てているこ

とが挙げられる。

　これらの研究とは対照的に、Simnett, Carson and Vanstraelen （2016）は国際アーカイバル研究

（international archival research）に焦点を当て、1995 年から 2014 年の 20 年間に 8 つの主要会計お

よび監査ジャーナルにおいて出版された 130 の監査および保証研究の包括的なレビューを実施してい

る。彼らの研究の特徴として次の 3 点が挙げられる。第一に、国際監査会計審議会（International 

Auditing and Assurance Standards Board: IAASB）の監査の質フレームワークをベースにそれぞれ

の研究をマッピングしていること、監査の質指標、データソース、内生性の対処方法のこれまでの発

展をまとめていること、国際データを用いた将来の研究機会を提示していることである。

　これらのアーカイバル監査研究をレビューした研究の特徴は、大きく三点ある。第一に、監査の質
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（audit quality）を重要なキーワードとしていること、第二に、規制機関に対する貢献を重視してい

ること、第三に、概ね 20 年ほどを期間としていること、である。これらを共通項にして、それぞれ

の特徴として、Francis（2011）は監査業務レベルの監査の質研究の枠組みを提示していること、

Knechel et al.（2013）は、監査の質に影響を与える特性並びにアーカイバル以外の研究も含めてい

ること、DeFond and Zhang （2014）は経済学ベース（需要と供給）の監査の質フレームワークを提

示していること、Simnett, Carson and Vanstraelen （2016）は北米以外のデータを用いたアーカイバ

ル研究の傾向を調査していること、が挙げられる。各研究はレビュー研究としての共通コアをもちつ

つ、それぞれの問題意識に基づく分析を行っているといえる。

　こうした主として北米を中心とするアーカイバル監査研究に対して、日本データを用いたアーカイ

バル監査研究は実に約 20 年のタイムラグをおいて日本で開始された。その後、後述するように、不

正会計事件、制度改正およびデータベースの整備を受けて徐々に研究が発表されつつある。こうした

日本データを用いたアーカイバル監査研究をレビューしたおそらく最初の研究として伊豫田（2012）

がある。伊豫田（2012）は、2000 年から 2009 年までに主要 5 誌（TAR、AJPT、CAR、JAE、

JAR）4 に掲載されたアーカイバル監査研究をレビューし、そこから取り上げられた主な研究テーマ

（監査人の交代、監査報酬、オピニオン・ショッピング、監査人の名声、監査委員会など）について、

日本の研究状況をレビューしている。

2.2　本研究の分析視角

　前述の先行研究に対して、本研究は以下の 3 つの特徴をもっている。第一に、本研究は、日本デー

タを用いた研究を対象としている。海外の先行研究は主としてアメリカにおける主要査読誌、および

その他英文査読誌を対象としている。これらの中には日本データを用いた研究もあるが、彼らの問題

意識からそれらを明示的に取り上げて論じることはしていない。また、日本データを用いた研究をレ

ビューしている伊豫田（2012）は、（明示されていないが、）彼らの問題意識から、日本データではな

く日本国籍をもった日本の大学に籍を置く研究者による日本語の論文を主たる対象としていると推察

される。これらに対して、本研究は日本の監査データを用いた研究を主たる調査対象とし、それらが

理論的、実務的にどのような貢献をなしうるか、そして、日本データを用いた監査研究の将来の研究

機会にはどのようなものがあるかを考察することを主たる目的としている。第二に、1997 年以降、

2016年までに発表された日本データを用いた論文を対象としている。20年間という期間は日本のアー

カイバル監査研究のほぼ全期間を対象とすることになり、この視点によってこれまでの研究の全体像

を把握することができる。また、監査規制はここ数十年、かつてない速さと規模で変化を続けている。

最新の期間および動向まで視野に入れた研究機会の考察を行うことは意義のあることであろう。第三

に、監査の質に対する理論的、実務的貢献という観点から整理し、かつ、実務的貢献については多国

間共通要因と一国独自要因を区別している。監査研究は従来、米国における監査規制、実務、理論を

対象とし、議論している。これに対して、日本データ（ならびに non-U.S. データ）を用いる場合、

日本の制度および米国外の海外制度への貢献が重要な点になる。日本の研究者もこのような視点をも
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ち、今後の研究を進めていく必要がある。本研究ではこのための視座を提供することも目的の一つと

している。

2.3　調査対象

　本研究の対象は財務諸表監査（financial statement audit）を対象として、1997 年から 2016 年まで

の 20 年間に公表された日本データを用いたアーカイバル監査研究である。北米を対象とした監査・

会計研究のレビューでは、通常、国際ジャーナルランキングの上位にランクする主要 5 ないし 8 誌程

度が選択される。ただし、日本データを用いたアーカイバル監査研究はまだその質と量に置いて十分

とは言えず、また、本研究の目的はこれまでの研究の動向を観察することにある。そこで、基本的に

は国際ジャーナルランキングを参考にしつつ、日本データを用いたアーカイバル監査研究の軌跡を跡

付けることができるよう調査の対象となる媒体を決定する。

　表 1 は、上記の方針に基づき、決定された調査対象媒体を示している。まず英文ジャーナルについ

ては、国際的な視点を重視し、ABDC ジャーナルリストによるランキングを参考にして調査対象を

選択する 5。当該リストの A* ランクから 7 誌（AOS、AJPT、CAR、JAE、JAR、RAST、および

TAR）を主要ジャーナルとして全数調査の対象とする。また北米以外のデータを用いた研究の場合、

一流誌（top-tier journal）だけでなく、二流誌（second-tier journal）と言われるジャーナルにおけ

る掲載も検討する必要がある。そこで、7 誌に加えて、A ランクのなかから日本データを用いたアー

カイバル監査・会計研究の掲載実績のある雑誌として、9 誌（Abacus、ABR、AAAJ、IJA、

JAAF、JBFA、JCAE、JIAR、TIJA）を全数調査の対象とする 6。そして ABDC ジャーナルリスト

の B、C、それ以下については、（筆者の知る限りにおいて）日本データを用いたアーカイバル監査

研究の研究者の著者名から調査する。

　一方、日本における監査・会計研究の国内和文誌の状況は、北米とは大きく異なる。近年になり日

本でも少しずつ査読付きの学術誌が増えつつあるものの、北米のような引用数に基づくジャーナルラ

ンキングや論文の査読といったことは一般的ではない。これにかわって査読のない学術誌や専門誌、

大学紀要（とその先にある書籍化）が研究者の主たる研究発表の場となってきた 7。本研究は、日本

におけるこうした状況を勘案し、調査対象を決定する。まず査読付き学術誌として、4 誌（会計プロ

グレス、現代監査、現代ディスクロージャー研究、インベスター・リレーションズ）を全数調査の対

象とする。次に査読なしの学術誌として 1 誌（會計）、専門誌として 5 誌（会計・監査ジャーナル、

企業会計、産業経理、税経通信、証券アナリストジャーナル）を調査の対象とする。大学紀要につい

ては、（筆者の知る限りにおいて）日本データを用いたアーカイバル監査研究の研究者の著者名から

調査する。

　上記のように日本データを用いたアーカイバル監査研究を主たる調査の対象とする場合、海外

ジャーナルおよび国内ジャーナルどちらにおいてもサンプルセレクションの客観性、網羅性という点

で査読付き学術誌におけるそれとは異なる点に注意が必要である 8。また、今後、対象の追加が行わ

れる可能性もある。
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3．結果
3.1　データ

　調査対象となった英文ジャーナルは各ジャーナルの電子サイト上の目録から日本のデータを用いた

アーカイバル監査研究であることを推定できるタイトルをピックアップし、各論文を PDF 形式によ

り入手した。和文ジャーナルは調査対象となった雑誌は英文と同じく各雑誌の目録から該当する研究

であることを推定できるタイトルをピックアップし、各論文を PDF 形式もしくはハードコピーによ

り入手した。英文における B ランク以下、および和文における大学紀要については、（筆者の知る限

りにおいて）日本データを用いたアーカイバル監査研究の研究者の著者名から検索した。この作業の

表 1　全数調査ジャーナルリスト
パネル A：英文ジャーナル

ジャーナルランク タイトル
A* Accounting, Organizations and Society (AOS)

Auditing: A Journal of Practice & Theory (AJPT)
Contemporary Accounting Research (CAR)
Journal of Accounting & Economics (JAE)
Journal of Accounting Research (JAR)
Review of Accounting Studies (RAST)
The Accounting Review (TAR)

A Abacus: a journal of accounting, finance and business studies (Abacus)
Accounting and Business Research (ABR)
Accounting Auditing and Accountability Journal (AAAJ)
International Journal of Auditing (IJA)
Journal of Accounting, Auditing and Finance (JAAF)
Journal of Business Finance and Accounting (JBFA)
Journal of Contemporary Accounting and Economics (JCAE)
Journal of International Accounting Research (JIAR)
The International Journal of Accounting (TIJA)

パネル B：和文雑誌

ジャーナルタイプ タイトル
査読付き学術誌 会計プログレス

現代監査
現代ディスクロージャー研究
インベスター・リレーションズ

査読なし学術誌 會計
専門誌 会計・監査ジャーナル

企業会計
産業経理
税経通信
証券アナリストジャーナル
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結果、1997 年から 2016 年における日本データを用いたアーカイバル監査研究として 81 編が分析対

象として抽出された。

3.2　ジャーナル別論文推移

　図 1 および表 2 パネル A は、英文と和文ジャーナルにおける論文数の推移を示している。81 編の

うち英文ジャーナルは 19 編（23.5％）、和文ジャーナルは 62 編（76.5％）である。また 5 年間ごとに

区分した時系列でみると、1997 年から 2001 年が 2 編（2.5％）、2002 年から 2006 年が 6 編（7.4％）、

2007 年から 2011 年が 27 編（33.3％）、2012 年から 2016 年が 46 編（56.8％）となっている。すなわち、

日本データを用いたアーカイバル監査研究 81 編のうち、4 分の 1 が英文ジャーナル、4 分の 3 が和文

ジャーナルに掲載されている。また、時系列ごとの発表数をみると、81 編のうち 9 割以上が 2007 年

以降の 10 年間に発表されている。後述するように、J-SOX 法などの制度改正、カネボウ、オリンパ

スや東芝などの会計不正などがこれら論文数の推移に影響を与えていると考えられる。また、こうし

た傾向は日本データを用いたアーカイバル監査研究の蓄積はこの 10 年間で進んだことを示唆してい

る。

　図表 2 パネル B は、英文ジャーナル別の論文数を表している。ABDC Journal Quality List の分類

に基づけば、日本データを用いたアーカイバル監査研究19編のうち、A*ランクはわずか1編（Skinner 

and Srinivasan, 2012）であり、A ランクが 7 編、B ランクが 2 編、C ランクが 6 編、その他ランク

外が3編となっている。時系列でみると、19編のうち14編が2012年以降の5年間に発表されている。

これも全体の傾向と同様に日本の制度改正や経済事件が国際的な学術界において意味を持ち出したこ

とによるものと考えられる。

　次に和文ジャーナルをみていこう。62 編の和論文のうち、査読あり学術誌は 16 編（25.8％）、査読

なし学術誌が 13 編（21％）、専門誌が 9 編（14.5％）、大学紀要が 24 編（38.7％）となっている。和

文ジャーナルにおいてもっとも多く研究が発表されている媒体が大学紀要であり、次に査読付き学術

誌、そして査読なし学術誌と専門誌と続くことがわかる。また、時系列でみると、第3期（2007-2011）

と第 4 期（2012-2016）に論文の発表が集中していることがわかる。第 3 期が 23 編であるのに対して、

第 4 期が 32 編と増加しているが、これは査読なし学術誌と専門誌における増加によるものである。

　以上をまとめると、日本データを用いたアーカイバル監査研究 81 編のうち、19 編が英文ジャーナ

ル、62編が和文ジャーナルである。英文および和文とも、2007年以降の10年間で蓄積が進んでいる。

英文ジャーナルでは A ランクの媒体における掲載が相対的に多く、それに C ランクが続く。和文

ジャーナルでは大学紀要による発表が相対的に多く、査読付き学術誌と査読なし学術誌がそれに続い

ている。また、査読付きジャーナルという比較で見れば、英文査読付きジャーナルが 19 件であるこ

とに対して、和文査読付きジャーナルが 16 件であることから、査読付きジャーナルへの投稿に限っ

て言えば、和文ジャーナルよりも英文ジャーナルのほうが多いといえる。
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表 2　ジャーナル別分布

1997-2001 2002-2006 2007-2011 2012-2016 計
パネル A：論文数全体推移
英文ジャーナル 0 1 4 14 19
和文ジャーナル 2 5 23 32 62

計 2 6 27 46 81
パネル B：英文ジャーナル別論文数

1997-2001 2002-2006 2007-2011 2012-2016 計
A* 0 0 0 1 1
A 0 1 3 5 9
B 0 0 0 1 1
C 0 0 0 4 4
その他 0 0 1 3 4

計 0 1 4 14 19
パネル C：和文ジャーナル別論文数

1997-2001 2002-2006 2007-2011 2012-2016 計
査読付き学術誌 0 0 8 8 16
査読なし学術誌 2 0 4 7 13
専門誌 0 1 1 7 9
大学紀要 0 4 10 10 24

計 2 5 23 32 62

図 1　論文数全体推移（英文・和文別）
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3.3　研究テーマ別論文推移

　次に各論文の主要な研究テーマを内容別にプロットしたものが表3である。論文によっては例えば、

「監査人規模が監査報酬に与える影響」といったように複数の財務諸表監査に関わるテーマを扱って

いる場合がある。この場合、論文がどちらをより重視しているかによって主たるテーマを決定してい

る。表 3 パネル A は、研究テーマ別の論文数および媒体別（英文・和文）の結果を示している。まず、

全体でみると、監査意見が 14 編（17.3％）と最も多く、内部統制監査 13 編（16.9％）、監査人規模

12 編（15.6％）と続いている。英文ジャーナルでは内部統制監査が 6 編（31.6％）、会計不正に関連

するテーマが 5 編（26.3％）と相対的に多いことがわかる。内部統制監査は米国を範として日本に導

入されたものであり、米国および他国においても関心が高いことの表れであろう。また、会計不正も

近年日本ではカネボウ、オリンパス、東芝など多くの会計不祥事が発生しており、国際的に注目され

ていることが反映されていると考えられる。和文ジャーナルでは監査意見が 14 編（22.6％）と最も

多く、監査人規模 10 編（16.1％）、監査人の交代と監査報酬が同数で 9 編（14.5％）と続いている。

監査意見 14 編のうち 10 編がゴーイング・コンサーン意見（going concern opinion、以下 GC 意見あ

るいは GC 開示）に関わるものであり、国内での関心の高さをうかがわせる。同様に、監査人の規模

は、大手監査人とその他中小監査人の監査の質に関するものであり、海外における先行研究で提示さ

れた仮説が日本で成立するかどうかに関心が注がれている。また、監査報酬や監査人の交代について

も海外における先行研究の知見をベースに日本市場の状況を加味した分析が実施されている。

　表 3 パネル B は、英文ジャーナルの研究テーマを時系列で示している。図表から、会計不正と内

部統制監査に関連する研究が 2012 年以降に多く実施されていることがわかる。先述のように、優良

企業による会計不祥事やそれに対応した制度改正が実証研究のドライバーとなっているといえよう。

また、監査計画に分類される研究が比較的早いタイミングで実施されているが、これは監査調書を用

いて監査計画とリスクの関連性を検証したものである（Fukukawa, Mock and Wright 2006, 2011）。

次に、図表 3 パネル C は、和文ジャーナルの研究テーマを時系列で示したものである。図表から、

監査意見（岡部・松本 1997）、監査人交代（矢澤 2004）、監査報酬（矢澤 2005）といったトピックは

比較的早いタイミングから取り組まれていることがわかる。また、監査意見、監査人規模、監査報酬

といったテーマは後半に入り論文の発表数が増えている。

　以上をまとめると、英文ジャーナルと和文ジャーナルにおける論文のテーマには差異があり、海外

において訴求できるテーマと国内において重視されるテーマが異なっていると考えられる。海外にお

いては会計不正や内部統制監査、国内においては監査人規模、監査意見、監査報酬、監査人の交代に

関連するテーマが多いという傾向が観察された。また、時系列的にみれば、まず和文ジャーナルで監

査意見、監査人規模、監査報酬といったテーマが展開され、続いて英文ジャーナルで会計不正、内部

統制監査といった論文の公表が続いている。これらの要因として、まず海外の先行研究の追試からス

タートし、その後、経済・社会環境の変化、研究環境の変化を受けて英文ジャーナルにおける論文の

発表が進められてきたと考えられる。また、英文ジャーナルの場合、和文ジャーナルに比べて論文の

投稿から掲載決定までに時間がかかる（概ね 1 年から 3 年）ことも英文ジャーナルが遅れて増えてい
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ることの要因の一つであろう。

表 3　研究テーマ
パネル A：内容別分布

テーマ 英文ジャーナル 和文ジャーナル 総計
CPAAOB 検査 1 1
監査意見 14 14
会計不正 5 2 7
監査計画 3 3
監査人の交代 9 9
監査人規模 2 10 12
監査報酬 2 9 11
監査法人（組織） 3 3
産業専門性 1 2 3
四半期レビュー 3 3
内部統制監査 6 7 13
非監査報酬 2 2
計 19 62 81

パネル B：英文ジャーナル時系列推移

1997-2001 2002-2006 2007-2011 2012-2016 総計
会計不正 1 4 5
監査計画 1 1 1 3
監査人規模 2 2
監査報酬 1 1 2
産業専門性 1 1
内部統制監査 1 5 6
総計 1 4 14 19

パネル C：和文ジャーナル時系列推移

1997-2001 2002-2006 2007-2011 2012-2016 総計
CPAAOB 検査 1 1
会計不正 2 2
監査意見 2 3 6 3 14
監査人の交代 1 1 7 9
監査人規模 5 5 10
監査報酬 1 5 3 9
監査法人 3 3
産業専門性 2 2
四半期レビュー 1 2 3
内部統制監査 1 6 7
非監査報酬 2 2
総計 2 5 23 32 62
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3.4　日本における監査の質

　本節では、上述の分類結果に基づき、比較的取り上げられる機会の多いテーマとして、会計不正、

内部統制報告・監査、監査人規模、監査報酬、監査意見、監査人の交代をあげ、それぞれの研究内容、

発見事項を概観する。なお、複数のテーマを扱っている研究は、記述の重複を避けつつ、必要に応じ

てそれぞれのテーマにおいて取り上げる。

1）会計不正

　日本では近年、優良企業とみられていた企業において深刻な会計不祥事が発生しており、国内で大

きな問題となっている。また、当該事例は海外においても注目を集めている。特に日本では企業と監

査人に対する不正会計による訴訟リスク（litigation risk）の重要性が北米と比べて相対的に低いこと

から、名声リスク（reputation risk）の影響が主たる関心事となる。例えば、カネボウ不正会計事件

において、カネボウを監査していた中央青山監査法人のクライアントに着目し、当該クライアントの

うち、より高い名声リスクに直面する企業ほど、早期に監査人を交代している（Skinner and 

Srinivasan 2012、Murase, Numata and Takeda 2013）ことが観察されている。また、名声リスクに

対する投資家の反応を調査した研究によれば、カネボウの監査人であった中央青山監査法人のクライ

アント企業の株価が低下したこと（Numata and Takeda 2010、佐久間 2008a）、また中央青山監査法

人の米国メンバーファームである PWC のクライアント企業の株価も影響を受けた（Saito and 

Takeda 2014）ことが報告されている。一方、オリンパスによる不正会計において、投資家は同社の

監査人のクライアント企業に有意な反応を示さなかったことや（Frendy and Hu 2014）、準大手の監

査法人の名声リスクの低下について投資家は反応しない（佐久間 2009）ことも報告されている。

2）内部統制監査

　日本では 2009 年 3 月期から経営者による内部統制の報告と監査人による監査が制度化された。こ

の制度は、米国における同制度を参考にしつつ、いくつかの変更点を加えて実施された。同様の制度

をもつ国はあまりないため、日本国内だけでなく、海外においてもこうした取り組みが果たしてどの

ような経済的帰結をもたらしたかに関心が寄せられている。これまでの研究結果から、内部統制報告

および監査において、重要な欠陥（MW: material weakness）（あるいは、開示すべき重要な課題）

を開示した企業の利益の質はそうでない企業と比べて低い（Nakashima and Ziebart 2015、矢澤 

2010a、2012b）こと、また、MW の開示に証券市場はネガティブな反応を示したことが報告されて

いる（Nishizaki, Takano and Takeda 2014）。このほかにも内部統制監査における MW の開示およ

びその後の改善には企業特性とコーポレート・ガバナンスの特性が影響すること（Uemura 2016a, 

2016b、Yazawa 2015、上村 2012、2013）、内部統制監査の導入によって監査報酬（コスト）の算定

方法が変化したこと（矢澤 2012a、2012b）が報告されている。

3）監査人規模

　監査人の規模は、監査の質を代理する主要な変数の 1 つとして国内外で研究が進められてきた。近

年では監査市場の寡占化が進み、大手監査人（Big N）か中小監査人（non-Big N）かというシンプ

ルな分類で監査の質を評価できるのかという問題も呈されている9。日本では、企業特性をコントロー
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ルした場合、大手監査人は中小監査人よりも高い監査報酬を得ている（これは大手監査人プレミアム

（Big N premium）と呼ばれる）ことが報告されている（Hu 2015、藤原 2011、矢澤 2009、2012b）。

一方、監査人の規模と監査の質の関連性については、大手監査人ほど監査の質（利益の質）が高いと

する研究（矢澤 2010、高田・村宮 2013、薄井 2007）と両者に有意な関連性はみられないとする研究

（Hu and Kato 2015）ならびに外部者は大手監査人の監査の質を評価していないとするもの（浅野 

2015、山口 2013）など結果は混在している。また、大手監査人のなかでも産業専門性をもつ監査人

ほど監査の質が高い、とする研究もある（Kato, Semba and Frendy 2016、藤原 2012a）。

4）監査報酬

　監査報酬は、監査人の規模と同様に、監査の質を代理する主要な変数とみなされてきた。監査報酬

は、被監査企業の規模、複雑性、リスクに関連すること、監査に対する資源投入量としてみれば監査

報酬が高いほど、質の高い監査とみなせること、ただし、高すぎる監査報酬には独立性の低下という

側面もありうることが検討されてきた。日本データを用いた監査報酬の検証でも、監査報酬は被監査

企業の規模、複雑性、リスクに関連すること（Fukukawa 2011、矢澤 2009）がわかっている。また、

大手監査人とその他監査人に監査報酬の違いがあるだけでなく、大手監査人それぞれにも監査報酬お

よびコスト構造の違いがある（Fukukawa 2011、高田 2015）、被監査企業が他国上場を行っている場

合、監査人は訴訟リスクを加味した監査報酬の値付けをしている（Gu and Hu 2015）ことなどが報

告されている。一方、日本では近年、監査報酬の低さが問題とされており、これを国際的に検討した

研究では、日本の監査報酬は先進国間で最も低い水準にあり、その原因として、規制要因、経済要因、

ビジネス要因が影響していることが報告されている（矢澤 2013、2016）。監査報酬と監査の質につい

ては、監査報酬が高いほど利益の質が高い（矢澤 2008、2011a）、また、ゴーイング・コンサーン意

見の表明に積極的（高田 2010）であるとする証拠の一方、過度に高額の監査報酬は利益の質が低下

する可能性がある（笠井 2009）ことも報告されている。また、非監査業務として内部統制に関連す

るサービスを提供している場合、そうでないケースと比べて監査報酬が高くなる（上村 2011）こと

も観察されている。

5）監査意見

　監査報告書に示される監査意見は、監査の結果として利用者が知ることのできるほとんど唯一のア

ウトプットである。米国と同様、日本でも監査意見のなかでも GC 意見の開示に焦点を当てた研究が

展開されてきた。先行研究では、GC 意見の開示について、GC は監査報酬と正の関連性があり（高

田 2010）、利益の質と負の関連性がある（高田 2008）、また、監査人の継続期間は負の関連性がある

（町田・林 2012, 2013）ことが報告されている。さらに、ゴーイング・コンサーンの開示とその解消

に投資家は反応しない（林・町田 2013）、GC 意見の開示はその後の監査人の交代と関連する（稲田 

2012）、GC 開示企業の業績予想の精度は低い（浦山 2010）といったことが報告されている。日本で

は 2010 年 3 月期から GC 意見の開示制度が変更され、この影響を検証する研究も実施されている（町

田 2011、稲葉 2013）。
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6）監査人の交代

　監査人の交代が監査の質にどのような影響を与えるのかは、強制的な交代制度の導入検討のなかで

長年検討されてきた。前述の通り、日本では近年の深刻な会計不正によって様々なタイプの監査人の

交代が発生したことを受けて、監査人の交代に焦点を当てた研究が実施されてきた。例えば、監査人

の交代初年度は、クライアントに対する知識・経験が少ないことから、監査人はリスク回避的になり

保守的な監査を行う可能性がある（矢澤 2004、酒井 2012、2013）、一方、交代後の初度監査におい

て有意な監査報酬の増加は見られないようである（町田 2009）。また、GC 意見との関連では、GC

意見を開示した企業はそうでない企業よりも監査人を交代する可能性が高く（稲葉 2012）、また、大

手監査人からその他監査人に交代した後に GC 意見がつくケースが多い（酒井 2014a）。さらに、倒

産企業では倒産前に監査人を交代する可能性がより高いこと（浅野・高田 2013）、監査人の期中交代

に市場はネガティブな反応を示すこと（酒井 2014b）が明らかになっている。

7）その他

　論文数は少ないものの、産業専門性（Kato, Semba and Frendy 2016）、非監査報酬（上村 2011、

矢澤 2007）、監査計画と監査リスク（Fukukawa, Mock and Wright 2006, 2011、Kim and Fukukawa 

2013）を調査した研究などがある。また、日本固有の制度である CPAAOB 検査（酒井 2016）、四半

期レビュー（佐久間 2012, 2013、高田・村宮 2010）、監査法人における回転ドア（浅野 2016）、パー

トナーネットワーク（福川 2015）、有限責任組織（佐久間 2016a）など、アーカイバル研究のテーマ

は広がりつつある。

4．今後の研究機会
4.1　規制、実務、データ

　アーカイバル研究を含む実証研究の目的は、会計・監査に関する問題について、その原因や影響を

説明する仮説を理論を用いて構築し、それをデータによって検証することにある。特に、監査規制の

国際化が進む中、米国以外の国における監査の制度と実務を研究することによって、国内外の規制機

関、実務家、学術界に対して有用な知見を提供することが求められる。では、日本データを使った研

究の意義はどこにあり、日本データを使った研究として将来、どのような監査研究が展開されていく

のだろうか。ここでは、規制、実務、データという点から議論する。

1）規制

　2002 年 SOX 法を模範として、日本に 2005 年から 2006 年にかけて一連の制度改正（一般に J-SOX

法と呼ばれる）が行われ、内部統制監査、監査パートナーの交代、CPAAOB の設立など監査実務に

大きな影響を与えた。先述のように、内部統制監査については国内外で研究が蓄積されつつあるが、

監査パートナーの交代制や CPAAOB 検査などが監査市場や実務に与える影響については、実証的な

検証が十分に進んでおらず、今後の解明が望まれる。また、その後、オリンパスや東芝といった深刻

な会計不正を受けて、2017 年に金融庁により監査法人のガバナンス・コードが公表され、同年 8 月

時点で 14 の監査法人が当該コードを採用している。また、この前提となったのは、2015 年に東京証
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券取引所が公表したコーポレートガバナンス・コードであり、当該コードでは監査を含む企業統治の

強化が求められている。これら立て続けに実施された監査および監査関連規制が監査実務、監査の質

に与える影響を実証的に解明することが求められるだろう。

2）実務

　先述のように、日本で発生した度重なる会計不正は、日本国内外で大きな注目を集め、特に英文

ジャーナルにおける論文発表の一つのドライビングフォースとなってきた。近年では、2015 年に発

生した東芝による不正会計について、英文による研究発表も散見されるようになり、今後もより詳細

な検討が求められるだろう。また、大きな会計不正だけでなく、より小規模な会計不正についても、

国際的な観点から国ごとの制度や慣習の違いがあるのかどうかなど検討の余地がある。もう一つとし

て監査市場の特徴がある。欧米諸国と同様に、日本も大手監査法人による監査市場の寡占化という現

象が見られるが、なかでもカネボウ不正会計による中央青山監査法人の破綻により、日本では、大手

4 法人から 3 法人による体制に移行した点は、諸外国にない顕著な特徴であろう。また、中小監査法

人の統廃合も進みつつあり、こうした監査市場の構造変化がどのような経済的帰結をもたらすかは、

諸外国の実務にとっても意義ある知見となるだろう。

3）データ

　日本では、監査報告書において監査業務執行者である監査パートナーが個人名で署名・押印すると

いう実務がある。また、有価証券報告書のコーポレート・ガバナンスの状況において、監査補助者の

構成が記載されている。近年、監査パートナーについてはイギリス、監査補助者の構成については韓

国などで同様の開示が行なわれているが、データの蓄積という点では、日本データの比較優位性があ

り、実際にこれらのデータを用いた研究が行われつつある（Fukukawa and Kim 2017、Sarowar, 

Yazawa, Monroe 2017）。後述する監査の質フレームワークでも監査人（チーム）は監査の質に影響

を与える重要なインプット要因として位置付けられており、これらのデータを用いた研究の需要は今

後も高いと言えるだろう。

4）その他

　国外で検証されてきた仮説を日本のデータを用いて追試することも引き続き（おそらく主として和

文ジャーナルにおいて）行なわれていくだろう。また、監査プロセスに関する研究（監査調書を用い

た Fukukawa, Mock and Wright 2006, 2011 など）や国際比較研究（国際データを用いた矢澤 2016）

も有望である。ただし、監査プロセスや国際比較研究においては、日本人であることのアドバンテー

ジは相対的に低くなる可能性が高い。

　また、近年、PCAOB、IAASB、イギリスでは監査報告書の重要な変革が進められている（PCAOB, 

2013a, 2013b、IAASB, 2015a, 2015b, and FRC 2014）。これを受けて近年の監査報告書の変化を検証

する研究が進められつつある（Bedard et al. 2016 を参照）。日本においても、今後、国際監査基準の

改定を受けて、規制の変更が検討されている（町田 2017）。日本においてどのような環境の変化が訪

れるかを注視し、日本データが国内外の研究機会に何をもたらすかを検討していかなければならない。
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4.2　日本人研究者のメリットとデメリット

　では、日本人研究者として、どのように研究していくべきか。まず、日本人であることのメリット

はデータとその解釈である。すなわち、主として日本国内での利用を想定したより深く、詳細な自国

データベースが利用できることは強みの 1 つとなる（Simnett, Carson, and Vanstraelen 2016）。さら

に、自国の制度、慣習、判断の特性を前提にした仮説の導出と結果の解釈ができる点も重要である

（角々谷 2016）。一方で、時に日本の状況を過剰に評価したり、過小に評価したりといった自国バイ

アス（home country bias）に陥る可能性もある点に注意しなければならない。

　最後に、私見であるが、自国バイアスに陥らず、今後、特に英文ジャーナルにおいて論文を発表し

ようとする場合には、3 つのコラボレーションを意識する必要があると考える。第一に、他の研究者

とのコラボレーションである。特に英文トップジャーナルに掲載したことのある海外の研究者との対

話は、自分の研究の質を向上させる重要な要素となる。第二に、他の研究アプローチとのコラボレー

ションである。監査は特にその中身が外部から観察しにくく、限られたアーカイバルデータを用いな

ければならない。そこで、例えば、実験、アンケート調査やインタビュー調査、ケース・スタディと

いったその他の経験的研究とのコラボレーションなどが有益であるかもしれない。第三は、実務家と

のコラボレーションである。公認会計士だけでなく、監査に関わる規制機関、監査を外部から評価す

るアナリストや投資家などとの対話は研究のシーズやニーズとなるだろう。

5．まとめと課題
　本研究は、1997 年から 2016 年までの 20 年間に発表された日本データを用いたアーカイバル監査

研究をレビューした。発見事項として、第一に、時系列推移について、①研究論文の公表本数は直近

10 年間で右肩上がりに増加している、② 2008 年から 2013 年にかけて大きく論文数が増えている、

③近年は海外英文ジャーナルの公表が増加傾向にあることが観察された。第二に、研究トピックにつ

いて、英文ジャーナルでは不正会計、内部統制監査、和文ジャーナルでは監査意見、監査人規模、監

査報酬、監査人の交代に関する研究が多いことが観察された。また、日本データを用いた将来の監査

研究の機会として、監査規制、監査実務・市場、データという観点から考察した。加えて、日本人研

究者としてのメリットとデメリット、今後のコラボレーションの必要性について指摘した。

　近年、欧米や日本においても監査制度の重要な改革が進められつつある。我々はこうした状況を注

視し、日本データが国内外の研究機会に何をもたらすかを検討していくことが求められるだろう。日

本データを用いたアーカイバル監査研究はやっと揺籃期を脱したところであり、今後のさらなる発展

が望まれる。

　なお、本研究は調査対象論文の網羅性、研究テーマのコーディングの適切性について改善の余地を

残したものである点を指摘しておく。

本研究は、2018 年度青山学院大学経営学会の助成金による研究成果の一部である。
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注
 1 American Accounting Association の監査セクションは、北米主要ジャーナルにおける 1977 年以降の監

査研究に関する包括的な論文リスト（“Thirty Three Years of Audit Research”）を作成している。最新
版は https://www2.aaahq.org/audit/33YrsAuditResearchFinal.doc より入手可能である。

 2 本研究で分析されているように、1990 年代後半から日本データを用いたアーカイバル監査研究が実施さ
れているが、しばらくは散発的な発表に止まっていた。日本において、継続的に論文の発表が行われる
ようになり、また、査読付き英文ジャーナルでの論文の発表が行われるようになったのは 1997 年以降の
10 年間である。

 3 日本語を解さないが、日本データを用いたアーカイバル監査研究および日本の監査の質に関心をもつ読
者も少数存在する。こうした読者には本研究の英語版が用意されるべきである。

 4 雑誌タイトルについては、表 1 を参照。
 5 ABDC Journal Quality List は、The Australian Business Deans Council による地域的、理念的バイアス

を克服することを目的に作成されたものであり、2016 年版では 2,767 のタイトルが収録されている。ラ
ンキングの内訳は、A*：6.9％、A：20.8％、B：28.4％、C：43.9％. である。

 6 TIJA は 2002 年、JCAE は 2005 年の創刊であるため、それぞれ 2002-2016、2005-2016 年を調査対象期間
とする。

 7 ここでは、北米を中心とした研究環境と日本におけるそれとの比較考量を目的としていない。こうした
研究環境の違いに関する検討は例えば太田（2010）を参照されたい。

 8 査読付き学術誌、専門誌、大学紀要のそれぞれに良い点と悪い点がある。ここではそうした点を検討し、
評価することを目的としていない。

 9 欧米では、これに対して、地域ごと、オフィスごと、あるいはパートナーレベルで監査の質を捉える検
討が進んでいる。
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